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１【臨時報告書の訂正報告書の提出理由】

　当社は、平成28年８月５日開催の取締役会において、シーアイ化成株式会社（以下、「シーアイ化成」といい、当社

及びシーアイ化成を総称して「両社」といいます。）との経営統合（以下、「本経営統合」といいます。）に向けて協

議・検討を進めていくことについて合意し、当社の筆頭株主かつシーアイ化成の親会社である伊藤忠商事株式会社（以

下、「伊藤忠商事」といい、当社、シーアイ化成及び伊藤忠商事を総称して「３社」といいます。）を含む３社で基本

合意書を締結することを決議し、同日付で締結いたしましたので、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の

開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３の規定に基づき、臨時報告書を提出しておりました。

　この度、当社は、シーアイ化成との間で、平成29年４月１日（予定）を効力発生日として、当社とシーアイ化成とが

合併（以下、「本合併」といいます。）を行うことを決議し、本日付けで合併契約書（以下、「本合併契約」といいま

す。）を締結するとともに、３社で統合契約（以下、「本統合契約」といい、本合併契約と本統合契約を総称して「最

終契約」といいます。）を締結いたしましたので、金融商品取引法第24条の５第５項に基づき、臨時報告書の訂正報告

書を提出いたします。

 

２【訂正事項】

(1）本合併の相手会社について

①　商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、総資産の額及び事業の内容

③　大株主の氏名又は名称及び発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合

(2）本合併の目的

①　経営統合の目的

②　経営統合の背景

(3）本合併の方法、本合併に係る割当ての内容、その他の基本合意書の内容

①　本合併の方法

②　本合併に係る割当ての内容

③　その他の基本合意書の内容

(4）本合併に係る割当ての内容の算定根拠等

①　本合併に係る割当ての内容の算定根拠

②　上場維持の見込み

③　利益相反を回避するための措置

(5）本合併の後の吸収合併存続会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、総資

産の額及び事業の内容

 

３【訂正内容】

　訂正箇所は、＿＿＿を付して表示しております。
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　　（訂正前）

(1)本合併の相手会社について

① 商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、総資産の額及び事業の内容

(平成28年３月末日現在)

商号 シーアイ化成株式会社

本店の所在地 東京都中央区京橋一丁目18番1号

代表者の氏名 代表取締役社長　石塚　哲士

資本金の額 5,500百万円

純資産の額(連結) 22,094百万円

純資産の額(単体) 12,777百万円

総資産の額(連結) 72,856百万円

総資産の額(単体) 44,995百万円

事業の内容 合成樹脂製品等の製造・販売

 

　　（訂正後）

(1)本合併の相手会社について

① 商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、総資産の額及び事業の内容

(平成28年９月末日現在)

商号 シーアイ化成株式会社

本店の所在地 東京都中央区京橋一丁目18番1号

代表者の氏名 代表取締役社長　石塚　哲士

資本金の額 5,500百万円

純資産の額(連結) 22,738百万円

純資産の額(単体) 18,734百万円

総資産の額(連結) 65,653百万円

総資産の額(単体) 45,562百万円

事業の内容 合成樹脂製品等の製造・販売
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　　（訂正前）

③ 大株主の氏名又は名称及び発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合

(平成28年３月末日現在)

大株主の氏名又は名称 発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合(％)

伊藤忠商事㈱ 98.33％

住友化学㈱ 1.60％

デンカ㈱ 0.07％

(但し、発行済株式総数(自己株式を除く。)に対する割合)

 

　　（訂正後）

③ 大株主の氏名又は名称及び発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合

(平成28年９月末日現在)

大株主の氏名又は名称 発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合(％)

伊藤忠商事㈱ 98.33％

住友化学㈱ 1.60％

デンカ㈱ 0.07％

(但し、発行済株式総数(自己株式を除く。)に対する割合)
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　　（訂正前）

(2)本合併の目的

① 経営統合の目的

　両社は本経営統合を実現させることにより、以下のような諸施策を通じた更なる収益基盤強化と企業価値向上が可能

となるものと考えております。本経営統合の目的の達成のために両社は対等の精神のもと協力し合い、本経営統合後は

一体の精神のもと事業運営にあたれるよう協議・検討を進めてまいります。

　(ⅰ)営業力、顧客基盤の強化

両社の得意とする建築用資材、農業用資材、土木用資材分野における商品ラインナップの拡充及び相互の販売チャ

ンネル活用による顧客基盤の強化を通じた成長を図る。

　(ⅱ)グローバル展開の加速

両社の海外拠点及び伊藤忠商事の海外ネットワークを活用し、アジア・北米・欧州を中心とした市場での更なる

マーケティング・営業体制の強化とグローバル人材の育成・活用を図る。

　(ⅲ)生産体制の効率化

両社の保有するグローバルレベルでの生産拠点の連携や経営資源の最適配分により、効率的な生産体制を構築し、

生産能力の向上及び最適サプライチェーンの構築を目指す。

　(ⅳ)技術・研究開発の強化

両社の得意とするプラスチック成型技術と長年培ってきた技術・研究開発の融合により、グローバル市場における

顧客ニーズへの対応力向上及び高付加価値製品開発力向上と生産技術力の強化を図る。

　(ⅴ)コスト競争力の強化

共同調達や調達資材の共通化、物流効率の最適化を通じて、コスト競争力のある事業基盤の構築を目指す。

　(ⅵ)Ｍ＆Ａによる事業基盤の拡充と収益基盤の強化

両社の既存事業基盤の拡充や新規事業領域の獲得に資するＭ＆Ａを積極的に実行していくことで更なる収益基盤の

強化を目指す。

 

② 経営統合の背景

　当社は主力である建築資材や採光建材、環境・土木用資材の他、マンション用防滑性床シート、半導体・液晶製造装

置に使用される工業用プレート、生体内分解吸収性骨接合材等の製造販売を行うプラスチック加工総合メーカーです。

大正８年の創業以来、現在に至るまで、社会の発展とともに広がるニーズに応えるべく、時代を先取りしたプラスチッ

ク技術を結集し、独自の技術革新から数々の高品質な製品を世に送り出しており、平成31年には創業100周年を迎えま

す。中期経営計画「CC2017＆Beyond「創業100周年に向けて」」にて記載の通り、「全てのステークホルダーにとって

魅力的な企業グループとして社会に貢献する。」を経営ビジョンに据え、新規事業の戦力化と新たな分野への挑戦、グ

ループ経営の全体最適化等を通じ、平成29年度連結売上高1,000億円以上、連結経常利益率8.0％以上の達成を目標に

日々企業努力を継続しております。

　シーアイ化成は建装用資材、農業用フィルム等の農業用資材、ラベル用熱収縮フィルム、遮水シートや止水材料等の

土木用資材及び工業用品等の製造販売を中心とした合成樹脂加工総合メーカーです。昭和38年の創業以来、プラスチッ

クの総合加工メーカーとして、長年蓄積してきた素材への知見と多彩な樹脂加工技術を駆使し、市場の声に応える多種

多様な製品群を開発してまいりました。平成21年６月には公開買付けにより伊藤忠商事の子会社となり、以降、製品開

発力、生産ノウハウに加え、伊藤忠商事の情報力・国内外の販売ネットワークを複合化することで、より付加価値の高

い新製品・新事業を創出し、海外での市場展開を加速してまいりました。「人と地球と未来にやさしいものづくり」を

合言葉に、先進技術とグループ総合力を活かして、海外での生産体制の拡充や新市場の開拓などを積極的に進めており

ます。

　一方、両社を取り巻く事業環境は、戸建住宅の新設着工戸数の伸び悩みや公共投資削減による市場の縮小、個人消費

を始めとした国内需要の低迷、競合他社の参入に伴う国際的な価格競争の激化等先行きの懸念材料も多く、厳しい経営

環境が続いております。

　斯かる状況下、両社はそれぞれ更なる成長や発展の実現可能性について様々な検討をしてまいりました。その結果、

両社が統合することで、合成樹脂加工総合メーカーとしての企業規模及び事業ドメインを拡大し、事業ポートフォリオ

の再編並びに経営及び保有資産の効率化等によるシナジー効果の発揮を通じて、将来、本経営統合後の会社がプラス

チック加工業界におけるリーディング・カンパニーとなることが両社の企業価値の向上、ひいては全ステークホルダー

の皆さまの利益につながるとの共通認識を持つに至り、この度、両社は伊藤忠商事を含む３社間で経営統合を目指して

協議・検討を進めていくことに合意いたしました。
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　　（訂正後）

(2)本合併の目的

　平成28年８月５日付公表の「当社株式会社とシーアイ化成株式会社の経営統合に関する基本合意書締結のお知らせ」

の「１．本経営統合の背景及び目的」をご参照ください。

 

　　（訂正前）

(3)本合併の方法、本合併に係る割当ての内容、その他の基本合意書の内容

① 本合併の方法

　両社の株主総会による承認及び本経営統合に必要な関係当局からの許認可等の取得を前提に、当社を吸収合併存続会

社、シーアイ化成を吸収合併消滅会社とする吸収合併を行う予定です。なお、最終的には、今後実施するデュー・ディ

リジェンスの結果等を踏まえて、本経営統合に係る最終契約締結までに正式に決定いたします。

 

　　（訂正後）

(3)本合併の方法、本合併に係る割当ての内容、その他の本合併契約の内容

① 本合併の方法

　当社の臨時株主総会における承認、シーアイ化成の会社法第319条の規定に基づく書面決議及び本合併に必要な関係

当局からの許認可等の取得を前提に、吸収合併の方式により実施いたします。本合併は対等の精神に基づき実施されま

すが、本合併の手続上、当社を存続会社、シーアイ化成を消滅会社といたします。
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　　（訂正前）

② 本合併に係る割当ての内容

　本合併に当たっての株式割当比率については、今後実施するデュー・ディリジェンスの結果及び第三者算定機関によ

る株価算定の結果等を踏まえて、本経営統合に係る最終契約締結までに決定いたします。

 

　　（訂正後）

② 本合併に係る割当ての内容

 
当社

（吸収合併存続会社）
シーアイ化成

（吸収合併消滅会社）

本合併に係る割当比率 1 0.975

　（注１）　株式の割当比率

シーアイ化成の普通株式１株に対して当社の普通株式0.975株を割当て交付します。但し、上記株式割当比

率は、当社又はシーアイ化成の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況並びに事業その他の状況

に重大な変更が生じた場合などにおいては、両社協議のうえ、変更することがあります。

なお、シーアイ化成が保有する自己株式（平成28年９月30日現在8,874,999株）については、本合併による

株式の交付は行いません。

　（注２）　本合併により交付する株式数

当社の普通株式26,468,325株（予定）

上記は、シーアイ化成の平成28年９月30日時点における普通株式の発行済株式総数（36,022,000株）及び自

己株式数（8,874,999株）を前提として算出しております。実際には、本合併が効力を生ずる時点の直前時

（以下、「基準時」といいます。）のシーアイ化成の株主（但し、シーアイ化成を除きます。）に対して、

上記に記載の本合併に係る割当比率（以下、「本合併比率」といいます。）に基づいて算出した数の当社の

普通株式（0.975株）を交付する予定です。したがって、シーアイ化成の株主から株式買取請求権の行使が

なされるなどして、シーアイ化成の平成28年９月30日時点における自己株式数が基準時までに変動した場合

等においては、当社が交付する株式数が変動することになります。また、交付する株式には、当社が保有す

る自己株式（平成28年９月30日現在7,677,864株）を充当し、残数については新株式の発行により対応する

予定です。

　（注３）　単元未満株式の取扱い

本合併に伴い、当社の単元未満株式（1,000株未満）を保有することとなるシーアイ化成の株主の皆様は、

当該単元未満株式を東京証券取引所において売却することができません。当該単元未満株式を保有すること

となる株主の皆様においては、会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取制度並びに会社法

第194条第１項及び当社の定款の定めに基づく、単元未満株式の買増制度をご利用いただくことができま

す。

　（注４）　１株に満たない端数の処理

本合併により、当社の普通株式１株に満たない端数の割当てを受けることとなるシーアイ化成の株主の皆様

に対しては、会社法第234条その他の関連法令の定めに従い、当社が１株に満たない端数部分に応じた金額

を現金でお支払いいたします。
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　　（訂正前）

③ その他の基本合意書の内容

　　スケジュール

基 本 合 意 書 締 結 平成28年８月５日（本日）

本 経 営 統 合 に 係 る 最 終 契 約 締 結 平成28年12月（予定）

両 社 の 臨 時 株 主 総 会

（ 最 終 契 約 の 承 認 の 決 議 ）
平成29年１月～２月（予定）

効 力 発 生 日 平成29年４月１日（予定）

　但し、手続の進行上の必要性その他の事由により必要な場合には、伊藤忠商事を含む３社で協議・合意の上、

上記の日程は今後変更される場合があります。また、今後、本経営統合に係る手続及び協議を進める中で、公正

取引委員会等関係当局への届出(外国法に基づくものを含みます。)、許認可等の取得、又はその他の理由により

本経営統合の推進が遅延する事由又は推進が困難となる事由が生じた場合には、速やかに公表いたします。

 

　　（訂正後）

③ その他の本合併契約の内容等

(ⅰ)スケジュール

基 本 合 意 書 締 結 日 平成28年８月５日

最終契約締結に関する取締役会決議日

（ シ ー ア イ 化 成 ）
平成28年12月22日

最終契約締結に関する取締役会決議日

（ 伊 藤 忠 商 事 、 当 社 ）
平成28年12月26日（本日）

最 終 契 約 締 結 日 （3 社 ） 平成28年12月26日（本日）

臨時株主総会の基準日公告（当社） 平成28年12月26日（本日）

臨 時 株 主 総 会 の 基 準 日 （ 当 社 ） 平成29年１月10日（予定）

臨 時 株 主 総 会 （ 当 社 ） 平成29年２月24日（予定）

効 力 発 生 日 平成29年４月１日（予定）

（注）　シーアイ化成は、会社法第319条の規定に基づく書面決議により株主総会の決議を省略するため、本合

併契約承認に係る株主総会を開催しません。

　但し、手続きの進行上の必要性及びその他の事由により必要な場合には、３社で協議・合意の上、上記の日程

は今後変更される場合があります。

 

(ⅱ)新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

　シーアイ化成は新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。

 

(ⅲ)剰余金の配当について

　当社は、平成29年３月31日の最終の株主名簿に記録された株主又は登録株式質権者に対して、１株あたり７円の剰

余金の配当を行うことを予定しております。また、シーアイ化成は、平成29年３月31日以前のいずれかの時点におけ

る株主に対して、同社の平成28年度税引後利益額又はその見込額の50％に相当する金額の剰余金の配当を行うことを

予定しております。

 

(ⅳ)本合併契約の内容

　本合併契約の内容は別紙のとおりであります。
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　　（訂正前）

(4)本合併に係る割当ての内容の算定根拠等

① 本合併に係る割当ての内容の算定根拠

　本合併に当たっての株式割当比率については、今後実施するデュー・ディリジェンスの結果及び第三者算定機関によ

る株価算定の結果等を踏まえて、本経営統合に係る最終契約締結までに決定いたします。

 

　　（訂正後）

(4)本合併に係る割当ての内容の算定根拠等

① 本合併に係る割当ての内容の算定根拠

(ⅰ)割当ての内容の根拠及び理由

　上記(3）②「本合併に係る割当ての内容」に記載の本合併比率の決定にあたっては、その公正性・妥当性を期すた

め、当社は三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社（以下、「三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券」といい

ます。）を、またシーアイ化成は野村證券株式会社（以下、「野村證券」といいます。）を、合併比率の算定に関す

る第三者算定機関としてそれぞれ選定のうえ、それぞれ本合併に用いられる合併比率の算定を依頼し、当該第三者算

定機関による算定結果等を参考に、それぞれ両社の財務状況、資産状況、将来の見通し等の要因を総合的に勘案し、

合併比率について慎重に交渉・協議を重ねた結果、最終的に本合併比率が妥当であるとの判断に至り、取締役会にお

いて本合併比率を決定し、合意いたしました。

 

(ⅱ)算定に関する事項

ａ．算定機関の名称及び両社との関係

　当社の第三者算定機関である三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券及びシーアイ化成の第三者算定機関である野

村證券は、いずれも当社及びシーアイ化成の関係当事者には該当せず、本合併に関して記載すべき重要な利害関係

を有しておりません。

ｂ．算定の概要

　三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券は、上場会社である当社については、当社の株式が東京証券取引所市場第

一部（以下、「東証第一部」といいます。）に上場しており市場株価が存在することから、市場株価分析（市場株

価分析については、本経営統合に向けた基本合意書の締結を公表した日の前営業日である平成28年８月４日を算定

基準日（以下、「基準日Ａ」といいます。）として、東証第一部における当社株式の基準日Ａの終値、基準日Ａま

での１ヶ月間、３ヶ月間及び６ヶ月間の各取引日における終値単純平均値、並びに平成28年12月21日を算定基準日

（以下、「基準日Ｂ」といいます。）として、東証第一部における当社株式の基準日Ｂの終値、基準日Ｂまでの

１ヶ月間、３ヶ月間及び６ヶ月間の各取引日における終値単純平均値を算定の基礎としております。）を、また比

較可能な上場類似企業が複数存在し、類似企業比較分析による株式価値の類推が可能であることから類似企業比較

分析を、加えて将来の事業活動の状況を評価に反映するため、ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー分析（以

下、「ＤＣＦ分析」といいます。）を、それぞれ採用いたしました。シーアイ化成については、非上場会社である

ものの、比較可能な上場類似企業が複数存在し、類似企業比較分析による株式価値の類推が可能であることから類

似企業比較分析を、加えて将来の事業活動の状況を評価に反映するため、ＤＣＦ分析を、それぞれ採用いたしまし

た。各手法に基づく分析結果を総合的に勘案して本合併の合併比率の分析を行っております。なお、ＤＣＦ分析に

ついては、当社及びシーアイ化成からそれぞれ提供された、本合併によるシナジー効果を加味していないスタン

ド・アローンベースの財務予測を算定の基礎といたしました。

　なお、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券がＤＣＦ分析による算定の前提とした当社の将来の利益計画におい

ては、大幅な増減益を見込んでおりません。

　また、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券がＤＣＦ分析による算定の前提としたシーアイ化成の将来の利益計

画においては、大幅な増益が見込まれている事業年度があります。これは、平成29年３月期において有価証券の売

却に伴う一時的な影響を見込んでおり、平成30年３月期においては傘下の事業会社の業績伸長の影響を見込んでい

るためです。

EDINET提出書類

タキロン株式会社(E00823)

訂正臨時報告書

 9/15



 

採用手法
合併比率の算定レンジ

当社 シーアイ化成

市場株価分析（基準日Ａ） 類似企業比較分析 0.744～1.253

市場株価分析（基準日Ｂ） 類似企業比較分析 0.762～1.266

類似企業比較分析 類似企業比較分析 0.545～1.022

ＤＣＦ分析 ＤＣＦ分析 0.775～1.232

　（注）　三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券は、本合併の合併比率の分析に際し、当社若しくはシーアイ化成から提

供を受けた情報及び一般に公開された情報等を原則としてそのまま採用し、それらの資料及び情報等が、すべ

て正確かつ完全なものであることを前提としており、独自にそれらの正確性及び完全性の検証を行っておりま

せん。加えて、当社及びシーアイ化成の財務予測に関する情報については、当社及びシーアイ化成の経営陣に

より現時点で得られる最善の予測と判断に基づき合理的に作成されたことを前提としております。また、当社

又はシーアイ化成とそれらの関係会社の資産及び負債（簿外資産及び負債、その他偶発債務を含みます。）に

関して、独自の評価・査定は行っておらず、第三者機関への鑑定又は査定の依頼も行っておりません。三菱Ｕ

ＦＪモルガン・スタンレー証券の分析は、平成28年12月21日までの上記情報を反映したものであります。

 

　野村證券は、当社については、当社の普通株式が東証第一部に上場されており、市場株価が存在することから市

場株価平均法を、また、当社には比較可能な上場類似会社が複数存在し、類似会社比較による株式価値の類推が可

能であることから類似会社比較法を、それに加えて将来の事業活動の状況を評価に反映するためディスカウンテッ

ド・キャッシュ・フロー法（以下、「ＤＣＦ法」といいます。）を採用して算定を行いました。

　シーアイ化成については、非上場会社であるものの、比較可能な上場類似会社が複数存在し、類似会社比較によ

る株式価値の類推が可能であることから類似会社比較法を、それに加えて将来の事業活動の状況を評価に反映する

ためＤＣＦ法を採用して算定を行いました。

　なお、市場株価平均法については、平成28年12月21日を算定基準日として、東証第一部における算定基準日の株

価終値、算定基準日から５営業日前、１ヶ月前、３ヶ月前及び６ヶ月前までのそれぞれの期間の株価終値平均を採

用いたしました。

　当社株式の１株当たりの株式価値を１とした場合の算定結果は、以下のとおりとなります。

採用手法
合併比率の算定レンジ

当社 シーアイ化成

市場株価平均法 類似会社比較法 0.656～2.112

類似会社比較法 類似会社比較法 0.672～1.749

ＤＣＦ法 ＤＣＦ法 0.732～1.147

 

　野村證券は、合併比率の算定に際して、当社及びシーアイ化成から提供を受けた情報、一般に公開された情報等

を原則としてそのまま使用し、それらの資料、情報等が、全て正確かつ完全なものであることを前提としており、

独自にそれらの正確性及び完全性の検証を行っておりません。また、当社、シーアイ化成及びそれらの関係会社の

資産又は負債（偶発債務を含みます。）について、個別の資産及び負債の分析及び評価を含め、独自に評価、鑑定

又は査定を行っておらず、第三者機関への評価、鑑定又は査定の依頼も行っておりません。野村證券の合併比率の

算定は、平成28年12月21日現在までの情報及び経済条件を反映したものであり、当社及びシーアイ化成の財務予測

については、当社及びシーアイ化成の経営陣により現時点で得られる最善の予測及び判断に基づき合理的に検討又

は作成されたことを前提としております。

 

　なお、野村證券がＤＣＦ法による算定の前提とした当社の将来の利益計画においては、大幅な増減益を見込んで

おりません。

　また、野村證券がＤＣＦ法による算定の前提としたシーアイ化成の将来の利益計画においては、大幅な増減益が

見込まれている事業年度があります。これは、平成29年３月期における有価証券の売却に伴う一時的な影響を見込

んでいるためです。
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　　（訂正前）

② 上場維持の見込み

　本経営統合における吸収合併存続会社である当社の普通株式は、本経営統合の効力発生日以降も引き続き、東京証券

取引所市場第一部において上場を維持する見込みです。

 

　　（訂正後）

② 上場維持の見込み

　本合併における存続会社である当社の普通株式は、本合併の効力発生日以降も引き続き、東証第一部において上場を

維持する見込みです。

 

　　（訂正前）

③ 利益相反を回避するための措置

　伊藤忠商事は当社の発行済株式総数の30.11％(平成28年３月末日現在)の株式を保有するその他の関係会社であり、

かつ、シーアイ化成の発行済株式総数(自己株式を除く。)の98.33％(平成28年３月末日現在)の株式を保有する親会社

であることから、当社は、上記の３社の資本関係に鑑み、利益相反の疑いを回避するため、以下の措置を講じておりま

す。

　当社の監査役のうち、本経営統合に係る協議・交渉が開始された時点で伊藤忠商事の従業員であった荒川勉及び伊藤

忠商事の役職を兼務している中島聡は、利益相反の疑いを回避する観点から、基本合意書締結に係る取締役会の審議に

は参加しておりません。

　また、上記の観点から、荒川勉及び中島聡は、当社の立場においてシーアイ化成との協議・交渉には参加しておりま

せん。

　上記の当社の取締役会は、当社の取締役全員の一致で当該決議を行っており、上記の観点から審議に参加していない

監査役を除く当社の監査役全員が、当社の取締役会が基本合意書締結を決議することにつき異議がない旨の意見を述べ

ております。

 

　　（訂正後）

③ 公正性を担保するための措置

　当社及びシーアイ化成は、本合併の公正性を担保するために以下の措置を実施しております。

 

(ⅰ)算定書の取得

　当社は、両社から独立した第三者算定機関として三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券を選定し、本合併に用いら

れる合併比率の算定を依頼し、合併比率算定書を取得しました。算定書の概要は、上記①（ⅱ）「算定に関する事

項」をご参照下さい。

　なお、当社は第三者算定機関から本合併比率の公正性に関する評価（フェアネス・オピニオン）を取得しておりま

せん。

　シーアイ化成は、両社から独立した第三者算定機関として野村證券を選定し、本合併に用いられる合併比率の算定

を依頼し、合併比率算定書を取得しました。算定書の概要は、上記①（ⅱ）「算定に関する事項」をご参照下さい。

　なお、シーアイ化成は第三者算定機関から本合併比率の公正性に関する評価（フェアネス・オピニオン）を取得し

ておりません。

 

(ⅱ)独立した法律事務所からの助言

　当社は本合併の法務アドバイザーとして、TMI総合法律事務所より、デュー・ディリジェンスの実施及び本合併の

諸手続きについて法的な観点から助言を得ております。

　シーアイ化成は本合併の法務アドバイザーとして、西村あさひ法律事務所より、デュー・ディリジェンスの実施及

び本合併の諸手続きについて法的な観点から助言を得ております。

　なお、両社が選定したそれぞれの法務アドバイザーは本合併に関して記載すべき重要な利害関係を有しません。

 

(ⅲ)独立した会計・税理士事務所からの助言

　当社は本合併の財務・税務アドバイザーとして、有限責任あずさ監査法人及びKPMG税理士法人より、デュー・ディ

リジェンスの実施にあたり助言を得ております。

　シーアイ化成は本合併の財務・税務アドバイザーとして、PwCアドバイザリー合同会社、PwCあらた有限責任監査法

人及びPwC税理士法人より、デュー・ディリジェンスの実施にあたり助言を得ております。

　なお、両社が選定したそれぞれの財務・税務アドバイザーは本合併に関して記載すべき重要な利害関係を有しませ

ん。
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④ 利益相反を回避するための措置

　伊藤忠商事は当社の発行済株式総数の30.11％（平成28年９月30日現在）の株式を保有するその他の関係会社であ

り、かつ、シーアイ化成の発行済株式総数（自己株式を除く。）の98.33％（平成28年９月30日現在）の株式を保有す

る親会社であることから、本合併は関連当事者との取引に該当します。当社は、利益相反の疑いを回避するため、以下

の措置を講じております。

 

(ⅰ)第三者委員会の設置

　当社は、本合併に係る意思決定過程における恣意性及び利益相反のおそれを排除するとともに、公正性、透明性及

び客観性のある意思決定過程を確立することを目的として、平成28年10月14日付で、当社、シーアイ化成及び伊藤忠

商事との間で利害関係を有しない独立した外部の有識者である水野信次氏（弁護士、日比谷パーク法律事務所）及び

佐野哲哉氏（公認会計士、グローウィン・パートナーズ株式会社代表取締役）並びに当社の社外取締役であり、かつ

独立役員である岩本宗氏の３名により構成される第三者委員会（以下、「第三者委員会」といいます。）を設置し、

第三者委員会に対し、(a)本合併の目的の正当性、(b)本合併に係る交渉・検討過程の手続の公正性、(c)本合併比率

の公正性、及び(d)本合併が当社の少数株主にとって不利益であるか否かについて意見を諮問しました。

　第三者委員会は、平成28年10月14日から平成28年12月22日までの間において、会合を合計４回開催したほか、情報

収集を行い、必要に応じて書面による質疑応答を行うなどして、上記諮問事項に関し、慎重に検討を行いました。第

三者委員会は、かかる検討を行うにあたり、当社の役員からのヒアリングにおいて、本合併に至る経緯、目的、当社

の状況、本合併に関する交渉経緯その他の本合併に関連する事項について説明を受け、これらの点に関する質疑応答

を実施したほか、当社から提供を受けた関連書類等の精査を実施しております。

　また、当社の第三者算定機関である三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券から本合併に用いられる合併比率の評価

に関する説明を、当社の法務アドバイザーであるTMI総合法律事務所から本合併の手続面における公正性を担保する

ために当社が採る措置並びに本合併に係る当社の意思決定の方法及び過程その他の利益相反を回避するための措置の

内容に関する説明を受けております。第三者委員会は、以上のような経緯の下、上記諮問事項について慎重に協議及

び検討した結果、平成28年12月22日に、(a)本合併により当社の企業価値の向上があると認められ、本合併の目的は

正当である、(b)本合併に係る交渉・検討過程の手続は公正である、(c)本合併比率は公正である、(d)上記(a)乃至

(c)その他の事項を前提にすると、本合併は当社の少数株主にとって不利益ではない旨を内容とする意見書を当社の

取締役会に提出しております。

 

(ⅱ)取締役全員の承認及び利害関係を有する監査役を除く監査役全員の異議がない旨の意見

　当社の監査役のうち、本合併に係る協議・交渉が開始された時点で伊藤忠商事の従業員であった荒川勉及び伊藤忠

商事の役職を兼務している中島聡は、利益相反の疑いを回避する観点から、最終契約締結に係る取締役会の審議には

参加しておりません。

　また、上記の観点から、荒川勉及び中島聡は、当社の立場においてシーアイ化成との協議・交渉には参加しており

ません。

　上記の当社の取締役会は、当社の取締役全員の一致で当該決議を行っており、上記の観点から審議に参加していな

い監査役を除く当社の監査役全員が、当社の取締役会が最終契約締結を決議することにつき異議がない旨の意見を述

べております。
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　　（訂正前）

(5)本合併の後の吸収合併存続会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、

　 総資産の額及び事業の内容

　未定であり、今後、両社協議の上で決定いたします。

 

　今後、本経営統合に関して協議を行う組織として、統合準備委員会を設置し、本経営統合の検討を進めてまいりま

す。なお、本合併に関する未定事項については今後決定し次第、臨時報告書の訂正報告書を提出いたします。

 

　　（訂正後）

(5)本合併の後の吸収合併存続会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、

　 総資産の額及び事業の内容

  吸収合併存続会社

(1) 商号 タキロンシーアイ株式会社（英文名：C.I. TAKIRON Corporation）

(2) 本店の所在地 大阪市北区梅田三丁目１番３号　ノースゲートビルディング

(3) 代表者の氏名 代表取締役社長　南谷　陽介（現・当社代表取締役副社長）

(4) 資本金の額 15,189百万円

(5) 純資産の額 未定

(6) 総資産の額 未定

(7) 事業の内容 各種合成樹脂製品の製造・販売

 

以　上
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別紙

 

合併契約書（写）

 

　タキロン株式会社（以下「タキロン」という。）とシーアイ化成株式会社（以下「シーアイ化成」という。）は、タキ

ロンとシーアイ化成との合併につき、次のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結する。

 

（合併の方法）

第１条　タキロンおよびシーアイ化成は、本契約の定めに従い、タキロンを存続会社とし、シーアイ化成を消滅会社と

して、合併（以下「本合併」という。）を行う。

２　本合併に係る存続会社および消滅会社の商号および住所は、それぞれ次の各号のとおりである。

(1）存続会社

商号：タキロン株式会社

住所：大阪市北区梅田三丁目１番３号

(2）消滅会社

商号：シーアイ化成株式会社

住所：東京都中央区京橋一丁目18番１号

 

（合併に際して交付する対価に関する事項）

第２条　タキロンは、本合併に際して、本合併の効力が生ずる時点の直前時におけるシーアイ化成の株主（但し、タキ

ロンおよびシーアイ化成を除く。以下「本割当対象株主」という。）に対し、その所有するシーアイ化成の株

式の合計数（疑義を避けるために記せば、会社法第785条第１項に基づく株式買取請求に係る株式数を除

く。）に0.975を乗じた数のタキロンの株式を交付する。

２　タキロンは、本合併に際して、各本割当対象株主に対し、その保有するシーアイ化成の普通株式１株につき、

タキロンの普通株式0.975株の割合をもってタキロンの普通株式を割り当てる。

 

（合併存続会社の資本金および準備金の額に関する事項）

第３条　本合併によりタキロンの資本金、資本準備金および利益準備金の額は、いずれも増加させない。

 

（効力発生日および停止条件）

第４条　本合併がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、平成29年４月１日とする。

２　前項の定めにかかわらず、本合併の手続の進行に応じ必要がある場合には、タキロンおよびシーアイ化成が協

議し合意のうえ、効力発生日を変更することができる。

 

（合併承認株主総会）

第５条　タキロンは、平成29年２月24日に、株主総会を開催し、本契約の承認および本合併に必要な事項に関する承認

を求める。

２　シーアイ化成は、平成29年２月24日に、株主総会を開催し、本契約の承認および本合併に必要な事項に関する

承認を求め、または当該事項に関する会社法第319条に基づく提案を行うものとする。

３　前二項の規定にかかわらず、本合併の手続の進行に応じ必要がある場合には、タキロンおよびシーアイ化成が

協議し合意のうえで、前二項に規定する株主総会開催日を変更することができる。

 

（会社財産の管理等）

第６条　タキロンおよびシーアイ化成は、本契約締結後、効力発生日に至るまでの間、善良な管理者の注意をもって自

らの業務執行ならびに財産の管理および運営を行うこととし、相手方が同意する事項を除き、その財産または

権利義務に重大な悪影響を及ぼすおそれが高いと合理的に見込まれる行為を行ってはならない。

 

（本契約の変更および解除）

第７条　本契約締結後、効力発生日に至るまでの間に、タキロンまたはシーアイ化成の財産状態または経営成績に重大

な変動が発生しまたは判明した場合、本契約に従った本合併の実行に重大な支障となる事由または事象が発生

しまたは判明した場合その他の本合併の目的の達成が困難となった場合には、タキロンおよびシーアイ化成

は、協議のうえで、本契約を変更しまたは解除することができる。
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（協議事項）

第８条　本契約に定めるもののほか、本合併に関し必要な事項は、本契約の趣旨に従い、タキロンおよびシーアイ化成

で協議し合意のうえ、これを定める。

 

（管轄）

第９条　タキロンおよびシーアイ化成は、本契約に関し裁判上の紛争が生じたときは、東京地方裁判所を第一審の専属

的合意管轄裁判所とすることに合意する。

 

　本契約締結の証として本書２通を作成し、タキロンおよびシーアイ化成がそれぞれ記名押印のうえ、各自その１通を保

有する。

 

平成28年12月26日

 

大阪府大阪市北区梅田三丁目１番３号

タキロン株式会社

代表取締役社長

兵頭　克盛

 

東京都中央区京橋一丁目18番１号

シーアイ化成株式会社

代表取締役社長

石塚　哲士
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